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第４回 障がい者雇用に関する経営・マネジメントセミナー

社会潮流変化がもたらす障がい者雇用の新たな可能性

～「働く」を変える、「伝える」を変える～

－第4回障がい者雇用に係る調査結果－
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本日は、以下の3点について、お伝えしたい。

１．障がい者雇用をとりまく潮目の変化

２．今年度調査における特徴的な傾向

３．特例子会社と上場企業の動きの比較
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１．障がい者雇用をとりまく潮目の変化

２．今年度調査における特徴的な傾向

３．特例子会社と上場企業の動きの比較
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障がい者雇用をとりまく環境は、大きく変化している

１．障がい者雇用をとりまく環境の変化

• 障がい者雇用促進法の改正による法定雇用率の引上げ

• 精神障がい者の雇用義務化
政治的要因

分類 障がい者雇用に関する変化

• ESGやSDGsの機運の高まり

• 非財務指標を含めた、障がい者雇用の価値の発揮について再認識
経済的要因

• 身体障がい者を中心とした障がい者の高齢化

• 消費者の価値観やライフスタイルの多様化、ダイバーシティの重要性の
高まり

社会的要因

• 障がい者のワークスタイルを支援・変革する技術の進歩技術的要因
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環境変化により、障がい者雇用の潮目も変化しているのではないか

１．障がい者雇用をとりまく環境の変化

１．障がい者の採用・雇用において多様性が増してきているのではないか

２．障がい特性や働き方の多様性が増し、業務や役割等の再考が求められているのでは
ないか

３．障がい者の活躍が重視されるようになり、個社の実情に見合った価値の発揮や
提示が求められているのではないか
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１．障がい者雇用をとりまく潮目の変化

２．今年度調査における特徴的な傾向

３．特例子会社と上場企業の動きの比較
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２．今年度調査における特徴的な傾向

これまで、4度の実態調査を実施してきた

障がい者の
経営・マネジメントに
特化した調査

経年で定点観測
できるデータ

（変化・潮流の把握）

経営戦略、
マネジメント方針の
検討に役立つ

経営トップ、
親会社との対話の
材料を提供
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２．今年度調査における特徴的な傾向

過去3年分と同様に、特例子会社向け調査、上場企業向け調査を実施

アンケート調査 実施概要

特例子会社向け調査 上場企業向け調査 （4分類で実施）

回答社数：200社
（回収率：約４３．１％）

実施時期：2018年8～10月
実施方法：郵送法

特例あり＆自社雇用あり

14社
（9.2%）

特例なし＆自社雇用あり

114社
（74.5％）

特例あり＆自社雇用なし

1社
（0.7%）

特例なし＆自社雇用なし

24社
（15.7%）

回答社数：１５３社
（回収率：約４．４％）

注記）
住所不明などの理由で全ての対象事業者に調査票
を配布できたわけではありません。
四捨五入の関係で、設問によっては、回答の合計が
100％になっていない場合があります。
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２．今年度調査における特徴的な傾向

全体として、採用への意欲は年々上昇している。

特例子会社、上場企業ともに、精神障がい者の採用が積極化してきているのではないか。

特例子会社が、過去4年間でゆるやかな変化を示してきたのに対し、上場企業では2018年度に
大きく採用を伸ばしている。今年度は法定雇用率への対応が求められていたことが要因か。

特例子会社を設置しているグループ企業では、採用にあたって、特例子会社と親会社の双方
で、役割の区別なく障がい者を雇用する割合が伸びている。

特例子会社には、単に障がい者を雇用するのではなく、長く障がい者が活躍できるような組織と
なることが期待されているのではないか。

障がい者の採用についての動向
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２．今年度調査における特徴的な傾向

【特例子会社】重度の身体障がい者の採用実績は毎年増加している。
採用する予定のない企業の割合も減少傾向にある

46.8%

47.1%

53.1%

54.0%

7.9%

5.8%

3.1%

7.5%

45.2%

47.1%

43.8%

38.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

2015年
(N=126)

2016年
(N=155)

2017年
(N=160)

2018年

（N=161）

採用した 採用したかったが、できなかった 採用する予定がなかったため、採用しなかった

採用実績 身体障がい者（重度）

出所）障害者雇用及び特例子会社の経営に関する実態調査結果、野村総合研究所、2015~2018
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２．今年度調査における特徴的な傾向

【特例子会社】軽度・中度の身体障がい者を採用したくてもできない企業が
毎年増加しており、苦戦している様子がうかがえる

47.6%

42.9%

45.3%

51.9%

9.5%

10.9%

11.3%

16.7%

42.9%

46.2%

43.3%

31.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

2015年
(N=126)

2016年
(N=156)

2017年
(N=150)

2018年

（N=162）

採用した 採用したかったが、できなかった 採用する予定がなかったため、採用しなかった

採用実績 身体障がい者（軽度・中度）

出所）障害者雇用及び特例子会社の経営に関する実態調査結果、野村総合研究所、2015~2018



Copyright（C） Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved. 11

２．今年度調査における特徴的な傾向

【特例子会社】
知的障がい者（重度）の採用実績も、やや苦戦傾向にあるか

65.6%

60.4%

58.3%

59.3%

4.6%

4.4%

4.8%

6.2%

29.8%

35.2%

36.9%

34.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

2015
(N=131)

2016
(N=159)

2017
(N=168)

2018
(N=177)

採用した 採用したかったが、できなかった 採用する予定がなかったため、採用しなかった

採用実績 知的障がい者（重度）

出所）障害者雇用及び特例子会社の経営に関する実態調査結果、野村総合研究所、2015~2018
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２．今年度調査における特徴的な傾向

【特例子会社】知的障がい者（軽度・中度）の採用実績・意向ともに依然として
高い傾向にある。特例子会社の中で、戦力として定着してきたのではないか

81.6%

77.6%

81.7%

86.0%

3.7%

4.3%

1.2%

2.2%

14.7%

18.0%

17.2%

11.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

2015
(N=136)

2016
(N=161)

2017
(N=169)

2018
(N=186)

採用した 採用したかったが、できなかった 採用する予定がなかったため、採用しなかった

採用実績 知的障がい者（軽度・中度）

出所）障害者雇用及び特例子会社の経営に関する実態調査結果、野村総合研究所、2015~2018
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２．今年度調査における特徴的な傾向

【特例子会社】精神障がい者の採用実績も、毎年増加傾向にある。
さらに、採用する予定のない企業も年々減少している

60.2%

66.9%

70.7%

77.0%

3.9%

3.8%

4.2%

4.0%

35.9%

29.3%

25.1%

19.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

2015年
(N=128)

2016年
(N=157)

2017年
(N=167)

2018年

（N=174）

採用した 採用したかったが、できなかった 採用する予定がなかったため、採用しなかった

採用実績 精神障がい者

出所）障害者雇用及び特例子会社の経営に関する実態調査結果、野村総合研究所、2015~2018
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52.3%

45.1%

40.6%

58.8%

12.8%

16.7%

11.9%

22.5%

34.9%

38.2%

47.5%

18.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

2015(N=149)

2016(N=144)

2017(N=101)

2018(N=102)

採用した 採用したかったが、できなかった 採用する予定がなかったため、採用しなかった

２．今年度調査における特徴的な傾向

【上場企業】過去3年間で減少傾向にあった、身体障がい者（重度）の採用は、
今年度に入り、過去最高の水準となった

採用実績 身体障がい者（重度）

出所）障害者雇用に関する実態調査結果、野村総合研究所、2015~2018



Copyright（C） Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved. 15

63.9%

54.8%

47.2%

61.9%

12.9%

16.4%

17.9%

22.7%

23.1%

28.8%

34.9%

15.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

2015(N=147)

2016(N=146)

2017(N=106)

2018(N=97)

採用した 採用したかったが、できなかった 採用する予定がなかったため、採用しなかった

２．今年度調査における特徴的な傾向

【上場企業】身体障がい者（軽度・中度）も、身体障がい者（重度）と同じ傾向で
推移している

採用実績 身体障がい者（軽度・中度）

出所）障害者雇用に関する実態調査結果、野村総合研究所、2015~2018
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２．今年度調査における特徴的な傾向

【上場企業】過去3年間横ばいで推移していた知的障がい者（重度）の
採用実績は急上昇。法定雇用率への対応が背景か

14.7%

10.9%

12.0%

23.0%

7.7%

10.1%

10.0%

12.0%

77.6%

79.0%

78.0%

65.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

2015(N=143)

2016(N=138)

2017(N=100)

2018(N=100)

採用した 採用したかったが、できなかった 採用する予定がなかったため、採用しなかった

採用実績 知的障がい者（重度）

出所）障害者雇用に関する実態調査結果、野村総合研究所、2015~2018
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２．今年度調査における特徴的な傾向

【上場企業】知的障がい者（軽度・中度）の採用実績は、2017年度を除き、
ほぼ同じ水準で推移している

42.3%

44.4%

36.2%

42.4%

10.1%

8.3%

8.6%

12.1%

47.7%

47.2%

55.2%

45.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

2015(N=149)

2016(N=144)

2017(N=105)

2018(N=99)

採用した 採用したかったが、できなかった 採用する予定がなかったため、採用しなかった

採用実績 知的障がい者（軽度・中度）

出所）障害者雇用に関する実態調査結果、野村総合研究所、2015~2018
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45.6%

46.3%

47.2%

57.4%

7.5%

6.0%

4.6%

9.9%

46.9%

47.7%

48.1%

32.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

2015(N=147)

2016(N=149)

2017(N=108)

2018(N=101)

採用した 採用したかったが、できなかった 採用する予定がなかったため、採用しなかった

２．今年度調査における特徴的な傾向

【上場企業】特例子会社に比べて、精神障がい者の採用に慎重であった上場企業でも、
今年度は採用が増加した

採用実績 精神障がい者

出所）障害者雇用に関する実態調査結果、野村総合研究所、2015~2018
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２．今年度調査における特徴的な傾向

特例子会社を持つ企業において、親会社が障がい者の採用に関与する割合は一貫して
上昇しており、特に親会社・特例子会社間で従業員の役割に違いがないケースが多い

8.6%

10.1%

13.4%

16.2%

62.1%

61.9%

64.2%

62.4%

8.6%

8.9%

5.0%

4.6%

20.7%

16.7%

14.5%

15.2%

0.0%

2.4%

2.8%

1.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

2015年
(N=140)

2016年
(N=168)

2017年
(N=179)

2018年

（N=197）

1.貴社も親会社も共に障害者を採用する方針で、かつ、貴社と親会社で採用する障害者に求める業務や役割に違いはない
2.貴社も親会社も共に障害者を採用する方針だが、貴社と親会社で採用する障害者に求める業務や役割が異なるため、役割分担をしている
3.貴社設立後、しばらくは親会社も障害者を採用していたが、現在は、貴社のみが障害者を採用する方針である
4.貴社設立後は、貴社のみが障害者を採用する方針である
5.その他

特例子会社と親会社との採用方針

出所）障害者雇用及び特例子会社の経営に関する実態調査結果、野村総合研究所、2015~2018
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２．今年度調査における特徴的な傾向

特例子会社の業務は、特例子会社、上場企業ともに組織的に切り出す傾向にある。
グループが一体となって、仕事を作りだしたり、切り出し方を検討する傾向に回帰してきているの
ではないか。

特例子会社におけるグループ内受注は減少傾向にあり、業務が多様化している可能性がある
が、今後もこの傾向が続くのかどうかは、引き続き注視したい。

リーダー的な役割を担う障がい者はそこまで増えていないものの、障がい者にマネジメントの役
割を担ってほしいという意向は高まっている。
障がい者の果たす役割が見直されているのではないか。

障がい者の業務や役割についての動向
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２．今年度調査における特徴的な傾向

【特例子会社】親会社・特例子会社ともに組織的に業務を切り出す傾向が復活している。
法定雇用率の上昇に伴い、グループ全体での対応が求められているか

42.3%

57.7%

2.8%

54.9%

12.0%

16.9%

2.8%

32.7%

54.2%

3.6%

56.0%

17.3%

19.0%

5.4%

24.7%

50.0%

3.4%

56.2%

17.4%

23.0%

4.5%

38.5%

63.6%

5.6%

62.1%

8.7%

18.5%

2.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

1.親会社からのトップダウン（経営陣からの指示）

2.貴社の経営者、営業担当者が親会社グル―プの会社等を営業

3.業務を切り出した親会社グループの部署や社員の評価に反映

4.親会社グループの社員から自発的に業務依頼が持ち込まれる

（親会社グループ内の紹介・横展開を含む）

5.一定の業務切り出し基準に準拠

6.特に障害者向けと意識して、業務を切り出していない

7.その他

2015 (N=142)

2016 (N=168)

2017 (N=178)

2018 (N=195)

業務の切り出し方

出所）障害者雇用及び特例子会社の経営に関する実態調査結果、野村総合研究所、2015~2018
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12.3%

35.4%

0.0%

10.8%

52.3%

23.1%

13.8%

8.1%

33.7%

14.0%

38.4%

26.7%

0

10.5%

9.0%

21.6%

9.9%

27.0%

46.8%

0

7.2%

2.6%

35.1%

9.6%

23.7%

40.4%

0

9.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

1. トップダウン（経営陣からの指示）

2. ボトムアップ（障害者の勤務している部署等の担当者が営業、.

障害者が所属する部署等の担当者が

他部署と調整）

3. 社員から自発的に業務依頼が持ち込まれる

4. 一定の業務切り出し基準に準拠

5. 特に障害者向けの業務であると意識して、業務を切り出してい

ない

6.業務を切り出した貴社やグループの部署や社員の評価に反映

7. その他

2015 (N=65)

2016 (N=86)

2017 (N=111)

2018 (N=114)

２．今年度調査における特徴的な傾向

【上場企業】上場企業においては、ボトムアップでの切り出しが上昇した。
障がい者の従業員数が増加に伴い、現場での対応が求められるようになったか

業務の切り出し方

出所）障害者雇用に関する実態調査結果、野村総合研究所、2015~2018
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２．今年度調査における特徴的な傾向

【特例子会社】親会社・グループ会社からの受注が収益の柱となっているものの、
今後、この傾向に変化がみられるか、引き続き注視したい

3pt上昇

5.0%

7.7%

3.5%

2.2%

5.5%

1.1%

42.5%

43.4%

43.5%

45.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

2018年(N=200)

2017年(N=182)

1．25%未満 2．25～50%未満 3．50～75%未満 4．75～100%未満 5．100%

親会社・グループ会社からの受注割合

出所）障害者雇用及び特例子会社の経営に関する実態調査結果 野村総合研究所、2017~2018
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２．今年度調査における特徴的な傾向

【特例子会社】
管理職やリーダーを担う障がい者は横ばいか、減少傾向にある

5年前と比較して、貴社で働く障害者が管理職やリーダー的な役割を担っている

14.2%

13.0%

13.3%

13.6%

32.6%

29.6%

31.5%

30.3%

34.0%

30.8%

25.4%

33.8%

19.1%

26.6%

29.8%

22.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

2015
(N=141)

2016
(N=169)

2017
(N=181)

2018
(N=198)

とてもそう思う どちらかといえばそう思う どちらかといえばそう思わない そう思わない

出所）障害者雇用及び特例子会社の経営に関する実態調査結果、野村総合研究所、2015~2018
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２．今年度調査における特徴的な傾向

【上場企業】同じく、上場企業においても横ばいにある。ただし、「そう思わない」が
激減したことから、管理側の認識が変化してきている可能性がある

5年前と比較して、貴社で働く障害者が管理職やリーダー的な役割を担っている

出所）障害者雇用に関する実態調査結果、野村総合研究所、2015~2018

3.7%

2.0%

1.8%

2.6%

16.8%

12.4%

14.2%

8.8%

36.0%

35.9%

27.4%

55.3%

43.5%

49.7%

56.6%

33.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
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(N=161)
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(N=153)

2017
(N=113)

2018
(N=114)

1．とてもそう思う 2．どちらかといえばそう思う 3．どちらかといえばそう思わない 4．そう思わない
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２．今年度調査における特徴的な傾向

【特例子会社】一方、管理職への登用への意向は上昇している。
法制度の変更に伴い、働く障がい者の特性が多様化していることが要因か

12.1%

10.7%

12.2%

16.8%

32.9%

34.9%

29.4%

36.0%

39.3%

35.5%

36.1%

35.0%

15.7%

18.9%

22.2%

12.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

2015年
(N=140)

2016年
(N=169)

2017年
(N=180)

2018年

（N=197）

1．とてもそう思う 2．どちらかといえばそう思う 3．どちらかといえばそう思わない 4．そう思わない

貴社で働く障害者を、積極的に管理職へ登用したい

出所）障害者雇用及び特例子会社の経営に関する実態調査結果、野村総合研究所、2015~2018
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4.4%

2.6%

0.9%

2.7%

20.1%

24.8%

19.6%

26.5%

50.9%

55.6%

48.2%

61.1%

24.5%

17.0%

31.3%

8.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

2015
(N=159)

2016
(N=153)

2017
(N=112)

2018
(N=113)

1．とてもそう思う 2．どちらかといえばそう思う 3．どちらかといえばそう思わない 4．そう思わない

２．今年度調査における特徴的な傾向

【上場企業】上場企業における管理職への登用意向は、特例子会社ほど顕著では
ないものの、今年度に入り、登用を全く考えていない割合は激減した

貴社で働く障害者を、積極的に管理職へ登用したい

出所）障害者雇用に関する実態調査結果、野村総合研究所、2015~2018
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１．障がい者雇用をとりまく潮目の変化

２．今年度調査における特徴的な傾向

３．特例子会社と上場企業の動きの比較



Copyright（C） Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved. 29

３．特例子会社と上場企業の動きの比較

4度の実態調査から、経年での変化に一定の傾向が見られた

１．経年で増加/減少トレンド

２．2015年結果への揺り戻し

Ａ．特例子会社と上場企業が類似の動き

Ｂ．特例子会社と上場企業が異なる動き

2015年の調査開始以来、増加、または
減少の傾向を示し続けているもの

特例子会社と上場企業が同じトレンドで推
移しているもの

2015年の調査開始以来、増加、または減
少の傾向を示していたものの、今年度調
査で2015年に近い結果が出ているもの

特例子会社と上場企業が異なるトレンドで
推移しているもの
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３．特例子会社と上場企業の動きの比較

各パターンへの分類

特 上

１． Ａ． • 量的な観点からみて、障害者を十分採用できている
• 質的な観点からみて、障害者を十分採用できている

特 上

１． B． • 貴社/障がい者の業務内容を、親会社/貴社のより中心的な業務に貢献
できるように近づけている

• 親会社/自社グループの事業領域と関係のない業務への取組
• 親会社は、障害者雇用の重要性を認識している/
障害者雇用は、貴社の経営にとって重要な問題である

• 5年前と比較して、親会社は貴社に関心を持っている/
貴社内の障害者雇用への関心が高まっている

• 親会社とは、貴社のビジョン・目標を共有できている/ 
障害者雇用に関するビジョン・目標を持っている

特 上

• 障害者の特性にあわせて、仕事の内容を調整することに努めている
• 親会社の社員は、貴社が提供する価値を認識・理解している/
貴社内で、貴社の障害者雇用の価値が認識・理解されている

• 貴社で働く障害者が、キャリアアップできる仕組みができている

• 5年前と比較して、採用する障害者の特性が変わってきたた
め、人事制度上、問題がでてきている

特 上

２． Ａ．

２． B．
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16.1%

12.4%

8.0%

7.0%

34.8%

35.3%

30.4%

31.6%

33.5%

37.3%

38.4%

35.1%

15.5%

15.0%

23.2%

26.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2015
(N=161)

2016
(N=153)

2017
(N=112)

2018
(N=114)

1．とてもそう思う 2．どちらかといえばそう思う

3．どちらかといえばそう思わない 4．そう思わない

30.9%

26.2%

26.0%

25.8%

48.9%

51.8%

49.7%

50.5%

18.7%

19.0%

16.6%

20.2%

1.4%

3.0%

7.7%

3.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2015
(N=139)

2016
(N=168)

2017
(N=181)

2018
(N=198)

とてもそう思う どちらかといえばそう思う

どちらかといえばそう思わない そう思わない

３．特例子会社と上場企業の動きの比較

採用： 障がい者の採用における「量的」な充足感が減少している。
法定雇用率の上昇に伴う危機感が背景にあるのではないか

特例子会社 上場企業

量的な観点からみて、障害者を十分採用できている

出所）障害者雇用及び特例子会社の経営に関する実態調査結果、障害者雇用に関する実態調査結果 野村総合研究所、2015~2018

特 上
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10.6%

8.5%

8.8%

7.9%

44.7%

51.0%

35.4%

41.2%

32.3%

30.1%

38.9%

32.5%

12.4%

10.5%

16.8%

18.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2015
(N=161)
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2017
(N=113)

2018
(N=114)
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23.6%

17.2%

17.7%

21.2%

55.0%

59.2%

59.7%

51.0%

20.7%

21.3%

17.1%

24.7%

0.7%

2.4%

5.5%

3.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2015
(N=140)

2016
(N=169)

2017
(N=181)

2018
(N=198)

とてもそう思う どちらかといえばそう思う

どちらかといえばそう思わない そう思わない

３．特例子会社と上場企業の動きの比較

採用： 単に障がい者を採用するだけでなく、「質的」な部分にも注目されるようになり、
充足感が下がったか。一方で、質的に十分と感じる特例子会社も存在する

特例子会社 上場企業

質的な観点からみて、障害者を十分採用できている

出所）障害者雇用及び特例子会社の経営に関する実態調査結果、障害者雇用に関する実態調査結果 野村総合研究所、2015~2018

特 上
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5.6%

3.9%

4.5%

6.1%

23.1%

26.1%

26.8%

31.6%

55.0%

52.3%

47.3%

50.9%

16.3%

17.6%

21.4%

11.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2015
(N=160)

2016
(N=153)

2017
(N=112)

2018
(N=114)

1．とてもそう思う 2．どちらかといえばそう思う

3．どちらかといえばそう思わない 4．そう思わない

３．特例子会社と上場企業の動きの比較

業務内容： 障がい者の業務内容を中心的な業務に近づける傾向がみえる。単に雇用を
確保するだけでなく、障がい者とともに価値を発揮することが求められているか

特例子会社 上場企業

貴社/障がい者の業務内容を、親会社/貴社のより中心的な業務に貢献できるように近づけている

20.7%

17.9%

17.7%

18.6%

35.0%

37.5%

34.3%

43.7%

32.9%

33.9%

34.3%

28.6%

11.4%

10.7%

13.8%

9.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2015
(N=140)

2016
(N=168)

2017
(N=181)

2018
(N=199)

とてもそう思う どちらかといえばそう思う

どちらかといえばそう思わない そう思わない

出所）障害者雇用及び特例子会社の経営に関する実態調査結果、障害者雇用に関する実態調査結果 野村総合研究所、2015~2018

特 上
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41.4%

39.4%

34.0%

15.4%

20.0%

22.8%

43.2%

40.6%

43.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2016
(N=169)

2017
(N=180)

2018
(N=197)

1.親会社の事業領域と関係のない事業・業務へ取り組んでいる

2.親会社の事業領域と関係のない事業・業務へ取り組んでいないが、検討

はしている

3.親会社の事業領域と関係のない事業・業務へ取り組んでおらず、現時点

では、今後も取り組む予定はない

3.3%

2.7%

6.1%

12.6%

15.2%

21.9%

84.1%

82.1%

71.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2016(N=151)

2017(N=112)

2018(N=114)

1. 貴社の事業領域と関係のない事業・業務へ取り組んでいる

2. 貴社の事業領域と関係のない事業・業務へ取り組んでいないが、検討は

している

3. 貴社の事業領域と関係のない事業・業務へ取り組んでおらず、

現時点では、今後も取り組む予定はない

３．特例子会社と上場企業の動きの比較

事業領域： 特例子会社と上場企業は逆の傾向を示している。
グループ全体として、事業領域の拡大が課題となっている可能性がある

親会社/自社グループの事業領域と関係のない業務への取組

特例子会社 上場企業

出所）障害者雇用及び特例子会社の経営に関する実態調査結果、障害者雇用に関する実態調査結果 野村総合研究所、2016~2018

特 上
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51.4%

57.0%
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３．特例子会社と上場企業の動きの比較

業務内容： 特例子会社、上場企業ともに、障がい者の障害者の特性に合わせた
業務調整に努めている。前問と合わせて、障がい者の価値発揮に軸足が移っているか

特例子会社 上場企業

障害者の特性にあわせて、仕事の内容を調整することに努めている

出所）障害者雇用及び特例子会社の経営に関する実態調査結果、障害者雇用に関する実態調査結果 野村総合研究所、2015~2018
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56.2%

54.7%

58.3%

41.1%

34.9%
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３．特例子会社と上場企業の動きの比較

価値の認識： 上場企業では、障がい者雇用の重要性が高まっている。
一方、特例子会社では、二極化が進みつつあるか

特例子会社 上場企業

親会社は、障害者雇用の重要性を認識している/障害者雇用は、貴社の経営にとって重要な問題である

出所）障害者雇用及び特例子会社の経営に関する実態調査結果、障害者雇用に関する実態調査結果 野村総合研究所、2017

特 上
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３．特例子会社と上場企業の動きの比較

価値の認識： 特例子会社が親会社へ認識している以上に、
上場企業では、障がい者への関心が高まっている

特例子会社 上場企業

5年前と比較して、親会社は貴社に関心を持っている/貴社内の障害者雇用への関心が高まっている

出所）障害者雇用及び特例子会社の経営に関する実態調査結果、障害者雇用に関する実態調査結果 野村総合研究所、2017

特 上
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３．特例子会社と上場企業の動きの比較

価値の認識： 上場企業において、障がい者雇用へのビジョン・目標を持つ割合は
増加している。特例子会社と親会社では二極化の傾向がみられる

特例子会社 上場企業

親会社とは、貴社のビジョン・目標を共有できている/ 障害者雇用に関するビジョン・目標を持っている

出所）障害者雇用及び特例子会社の経営に関する実態調査結果、障害者雇用に関する実態調査結果 野村総合研究所、2017

特 上
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３．特例子会社と上場企業の動きの比較

（参考）「①重要性の認識」「②親会社の関心」「③ビジョン・目標の共有」の問で、
「どちらかといえばそう思わない」「そう思わない」を選択した特例子会社の設立年

はじめて特例子会社の認定を受けた年（2018年結果）

出所）障害者雇用及び特例子会社の経営に関する実態調査結果 野村総合研究所、2018
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３．特例子会社と上場企業の動きの比較

価値の認識： 特例子会社が親会社へと抱く印象とは異なり、上場企業の内部では、
障がい者の存在感がにわかに増しているのではないか

特例子会社 上場企業

親会社の社員は、貴社が提供する価値を認識・理解している/貴社内で、貴社の障害者雇用の価値が認識・理解されている

出所）障害者雇用及び特例子会社の経営に関する実態調査結果、障害者雇用に関する実態調査結果 野村総合研究所、2015~2018

特 上
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３．特例子会社と上場企業の動きの比較

人事制度上の問題： 雇用している障がい者の多様性が増したことから、人事制度上の
問題が浮上したのではないか

特例子会社 上場企業

5年前と比較して、採用する障害者の特性が変わってきたため、人事制度上、問題がでてきている

3.1%

5.2%

1.8%

3.5%

21.7%

16.3%

12.4%

14.9%

48.4%

47.7%

41.6%

50.0%

26.7%

30.7%

44.2%

31.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2015
(N=161)

2016
(N=153)

2017
(N=113)

2018
(N=114)

1．とてもそう思う 2．どちらかといえばそう思う

3．どちらかといえばそう思わない 4．そう思わない

出所）障害者雇用及び特例子会社の経営に関する実態調査結果、障害者雇用に関する実態調査結果 野村総合研究所、2015~2018

特 上
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３．特例子会社と上場企業の動きの比較

キャリアアップ： 特例子会社においては、キャリアアップへの対応が戻りつつあるが、
上場企業では、働き方改革等の文脈で、障がい者に限らず対策を進めているか

特例子会社 上場企業

貴社で働く障害者が、キャリアアップできる仕組みができている
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出所）障害者雇用及び特例子会社の経営に関する実態調査結果、障害者雇用に関する実態調査結果 野村総合研究所、2015~2018

特 上
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参考：

【特例子会社】経営課題として、指導員に係る課題の割合が急増している。背景として、
法制度の変更に伴い、働く障がい者の特性が多様化していることがあるのではないか

52.7%

11.4%

48.5%

16.2%

44.9%

22.2%

7.2%

18.0%

54.2%

13.4%

44.7%

19.6%

34.1%
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54.0%
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59.3%

12.2%

34.9%

21.2%

11.1%

12.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

1.貴社で働く障害者の人材確保・育成

2.後継の経営者の人材確保・育成

3.指導員の人材確保・育成

4.親会社から期待される障害者の採用数増加

5.親会社から発注される業務量の維持・増加

6.新規事業・サービス・商品の開発

7.サービス・商品の価値向上

8.売上拡大に向けた社内・グループ内営業

2016年
(N=167)

2017年
(N=179)

2018年

（N=189）

貴社の経営に関する課題（一部）

出所）障害者雇用及び特例子会社の経営に関する実態調査結果、野村総合研究所、2016~2018
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1.貴社で働く障害者の人材確保・育成

2.指導員の人材確保・育成

3.法定雇用率の維持・達成のために採用が求

められる障害者数の増加

4.各部署から依頼される業務量の維持・増加

5.新規事業・サービス・商品の開発

6.サービス・商品の価値向上

7.業務確保に向けた社内・グループ内営業

8.業務確保に向けた社外・グループ外営業

2016 (N=154)

2017 (N=109)

2018 (N=113)

参考：

【上場企業】上場企業では、指導員に関する課題に大きな上昇は見られないものの、
依然として重要な課題であることがうかがえる

貴社の経営に関する課題（一部）

出所）障害者雇用に関する実態調査結果、野村総合研究所、2016~2018
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参考：

【特例子会社】採用が再び課題として強く認識されている。従業員の増加に伴い、
各々に合ったキャリアパスを整備することが課題として表出したか
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18.6%
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1.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

1.採用する障害者の人材要件の明確化

2.障害者の採用における量的・質的確保

3.障害者の業務の割り振り、配置

4.障害者のキャリアパスの整備

5.障害者の作業能力の向上

6.障害者への評価制度の整備

7.障害者の賃金設定

8.障害者の賃金以外の条件の設定…

9.障害者への処遇（賞与、手当）等の整備

10.職場における社員間の人間関係

11.勤怠に問題のある社員への対応

12.障害者の生活や家庭の問題への対応

13.障害者の健康管理

14.特に課題は感じていない

2016 (N=164)

2017 (N=180)

2018 (N=194)

貴社の雇用管理に関する課題

出所）障害者雇用及び特例子会社の経営に関する実態調査結果、野村総合研究所、2016~2018
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1. 採用する障害者の人材要件の明確化

2. 障害者の採用における量的・質的確保

3. 障害者の業務の割り振り、配置

4. 障害者のキャリアパスの整備

5. 障害者の作業能力の向上

6. 障害者への評価制度の整備

7. 障害者の賃金設定

8. 障害者の賃金以外の条件の設定（労働時間・休日等）

9. 障害者への処遇（賞与、手当）等の整備

10. 職場における社員間の人間関係

11. 勤怠に問題のある社員への対応

12. 障害者の生活や家庭の問題への対応

13. 障害者の健康管理

14. 特に課題は感じていない

15.その他

2016 (N=152)

2017 (N=108)

2018 (N=113)

参考：

【上場企業】上場企業においては、採用に関する課題に加え、
評価制度の整備についての課題感が急上昇した

貴社の雇用管理に関する課題

出所）障害者雇用に関する実態調査結果、野村総合研究所、2016~2018
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参考：

【特例子会社】指導員の重要性は、年々増しており、今年度は、9割以上の特例子会社に
おいて、指導員の確保が重要であるとの認識であった

指導員の確保が、業務拡大には重要である
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出所）障害者雇用及び特例子会社の経営に関する実態調査結果、野村総合研究所、2015~2018



Copyright（C） Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved. 50

参考：

【上場企業】
上場企業においても、少しずつ、指導員の重要性が認識されてきている

指導員の確保が、貴社の障害者向けの業務拡大には重要である
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出所）障害者雇用に関する実態調査結果、野村総合研究所、2015~2018
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参考：

【特例子会社】
指導員の専門性についても、高い水準で認識されている

指導員の専門性が、今後重要となっていく
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出所）障害者雇用及び特例子会社の経営に関する実態調査結果、野村総合研究所、2015~2018
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参考：

【上場企業】
上場企業では、指導員の専門性に関する認識が二極化しつつあるか

指導員の専門性が、今後重要となっていく
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出所）障害者雇用に関する実態調査結果、野村総合研究所、2015~2018




